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第１ 競争参加者資格の申請について 

 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）が発注する「物品の製造・

販売・役務提供等」の競争入札への参加を希望される方及び随意契約の相手方は、機構の競争参

加者資格の有資格者となるための申請及び審査が必要となります。 
全省庁統一資格の競争参加者資格審査を受ける予定又は受けている方は、全省庁統一資格を準

用しておりますので、機構への競争参加者資格審査の申請は不要です。ただし、競争入札に参加

する前まで又は随意契約を締結する前までに「委任状・使用印鑑届」及び「口座振込依頼書」を提

出していただく必要があります。なお、申請内容に変更が生じた場合は、変更内容に応じて関係

書類（「委任状・使用印鑑届」及び「口座振込依頼書」）を速やかにご提出願います。 
※機構の審査基準は全省庁統一資格と同じです。 
 
 

１ 申請書類の受付期間及び提出場所 
 
審査を希望される方は、「第２ 提出書類について」に従って、下記の受付期間内に持参又は郵

送で申請書類を提出してください。 
 
（１）申請書類の受付期間 

（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始(平成 27 年 12月 29 日～平

成 28 年 1月 3日)は除きます。 

 

① 定期審査受付期間 

定期審査は、機構の資格申請を決められた期間に行うことで、３か年の全期間で

有効となる資格の取得が可能となる申請方法です。 

 平成２７年１２月１日（火）～平成２８年１月３１（日）  

※申請書類を郵送する場合は平成２８年１月３１日（日）の消印有効） 

※上記の期間を過ぎると下記の随時審査受付期間となります。 

② 随時審査受付期間 

随時審査は、定期審査受付期間終了後、資格を付与した時点から平成３１年３月

３１日まで有効となる申請方法です。 

 平成２８年２月１日（月）～平成３１年３月３１（日）  

 
なお、定期申請受付期間が終了すると随時審査期間となりますが、資格の有効期間は平成２８

年４月１日以降資格を付与した時点から平成３１年３月３１日まで有効となります。 
定期審査受付期間終了後の随時審査受付は事務処理の都合により、審査に時間がかかりますの

で、希望する調達案件の入札に間に合わないことがあります。可能な限り定期の受付期間内に申

請して下さい。 
※平成２８年３月３１日までは、平成２７年度に有効な資格の随時審査も並行して実施してお

ります。 
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（２）申請書類の提出先 
  競争参加者資格は当機構すべての拠点に有効なものとなるため、以下の受付場所のいずれかへ

持参もしくは郵送により提出して下さい。 
 

［受付場所］ 
① 本部 

〒３１９－１１８４ 茨城県那珂郡東海村大字舟石川７６５番地１ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 契約部 契約調整課 

電話 ０２９－２８２－４０７９（ダイヤルイン） 

 

② 大洗研究開発センター 

〒３１１－１３９３ 茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センター 管理部 調達課 

電話 ０２９－２６７－１９１９（内線 ７０９０） 

 

③ 敦賀事業本部 

〒９１４－８５８５ 福井県敦賀市木崎６５号２０番地 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 敦賀事業本部 業務管理部 調達課 

電話 ０７７０－２１－５０２５（ダイヤルイン） 

 

④ 幌延深地層研究センター 

〒０９８－３２２４ 北海道天塩郡幌延町北進４３２番地２ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 幌延深地層研究センター 経理課 

電話 ０１６３２－５－２０２２ 

 

⑤ 東濃地科学センター 

〒５０９－５１０２ 岐阜県土岐市泉町定林寺９５９番地の３１ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 東濃地科学センター 経理課 

電話 ０５７２－５３－０２１１ 

 

⑥ 人形峠環境技術センター 

〒７０８－０６９８ 岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター 経理課 

電話 ０８６８－４４－２２１１ 

 

⑦ 青森研究開発センター 

〒０３５－００２２ 青森県むつ市大字関根字北関根４００番地 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 青森研究開発センター 総務経理課 

電話 ０１７５－２３－４２１１ 

 

⑧ 福島研究開発部門（いわき事務所） 

〒９７０－８０２６ 福島県いわき市平字大町７番地１ 平セントラルビル８階 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島事業管理部 経理課 

電話 ０２４６－３５－７６５０ 
 

※全省庁統一資格及び機構の資格は、機構すべての拠点の共通資格となります。 
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２ 資格審査 
 
提出された資格審査申請書類一式（以下「申請書類」という。）に基づき資格審査を行い、資格

の等級等を決定します。審査事務処理状況により時間がかかる場合があります。 
なお、機構の審査基準は全省庁統一資格と同じです。 

 
３ 資格認定の通知 
 
審査完了後、一般競争（指名競争）参加者資格認定通知書（以下「認定通知書」という。）によ

り申請者に資格認定の通知を行います。 
認定通知書は、申請書類に同封されている８２円切手を貼った認定通知書送付用封筒（長形３

号）で郵送します。定期審査受付分については、平成２８年３月下旬発送を予定しています。 
 
４ 競争参加者資格の有効期間 
 

 平成２８年１月３１日までに申請書類を提出して、資格を認定された方の競争参加者資格の有

効期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間です。 

 

５ 申請に当たっての注意事項 
 
（１）申請書類に虚偽の記載をし、又は重要な事実の記載をしなかった場合には、競争参加者資

格の認定が受けられないか、取り消されることがありますので十分注意してください。 
 
（２）下記事項に該当する方の申請書類は受理できません 
  ①契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 
  ②経営状態が著しく不健全であると認められる者 
 ③公的添付書類（登記事項証明書や納税証明書）の不備 
 ④納税が未納であるもの 
  ｱ）納税証明書に「未納の税額がある」と記載されている場合 
  ｲ）未納があり、納税証明書が提出できない場合 
 

（３）機構においては、１法人・個人事業主に対し、１つの資格認定を行っているところであり、

原則として本社（店）からの申請のみ受付しています。登記事項証明書及び納税証明書で確認

できる本社（店）の商号（屋号）で申請を受けてください。 
※本社（店）及び支社（店）の両方からの申請は受け付けることができません。 
※本店が外国にあり、国内支店登記がある外資系企業を除く。 

 
（４）申請書類を持参する場合は記入内容や会社の業務内容について種々お尋ねすることがあり

ますので、お答え出来る方が持参するようお願いします。 
 

（５）申請書類を郵送により提出する場合の注意事項 
 申請者は、申請書類の受付場所のいずれか１か所に申請書類一式を簡易書留又は特定記録郵便

で郵送してください。 
 定期更新受付分について平成２８年２月１７日（水）を過ぎても受領書が届かない場合は、

書類提出先にお問い合せください。 
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（６）外資系の会社又は外国事業者が申請する場合は「第８ 外国事業者の申請について」（P.27

参照）に記載しています。 
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第２ 提出書類等について 
 
１ 提出書類一覧 
次の書類を①から順にそろえて提出してください。 
行政書士等に申請を委任する場合は、「委任状」も必須書類といたします。 
※注意事項 
・公的機関が発行する書類（登記事項証明書及び納税証明書）については、発行日から３か月

以内のものに限ります。 

・添付書類は、コピー機等により複写したもので、内容が鮮明であれば写しでも可能です。 

 

※各様式は下記の提出書類一覧よりダウンロード下さい。 
提出書類一覧（各一部） 

①一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（物品の製造等）「様式3-1・3-2・3-3」 

②登記事項証明書（履歴事項全部証明書もしくは現在事項全部証明書） 

③営業経歴書 

④財務諸表（法人は直近１年分） 

⑤納税証明書（法人の場合はその３の３、個人の場合はその３の２） 

⑥委任状・使用印鑑届「様式4」 

⑦口座振込依頼書「様式5」 

⑧認定通知書送付用封筒（長形３号）※８２円切手貼付 

⑨競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（長形３号）※８２円切手貼付 

⑩委任状「様式6」（行政書士等が代理申請する場合）※必要に応じ 

 
２ 各提出書類の内容について 
（１）一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（物品の製造等）   （P.9，11,12参照） 

「様式3-1」「様式3-2」「様式3-3」 

（２）登記事項証明書（法人の場合のみ） 

登記事項証明書とは、商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第６条第５号から第９号まで

に掲げる株式会社登記簿等に記録されている事項の証明書です。 

（履歴事項全部証明書もしくは現在事項全部証明書） 

（３）営業経歴書 

営業経歴書とは、申請者が自ら作成している会社の商号、所在地、代表者役職・氏名、沿革

（営業年数）、役員や従業員数等の概要、営業品目及び営業所（地域を代表して主に契約を締

結する本店、支店、事務所等）の所在状況についての記載を含んだ書類です（上記内容が記載

されていれば、パンフレット等でも可）。 

申請日前１年以内に作成したものを提出してください。 

 

 

http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyousiki02.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki04_28_1.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki05_28.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyoshiki06_28.docx
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（４）財務諸表 

財務諸表とは、法人の場合、申請者が自ら及び会計士等が作成した貸借対照表、損益計算書及

び株主資本等変動計算書や正味財産増減計算書、収支計算書及び財産目録等を意味します。 

個人の場合、所得税青色申告決算書や青色申告以外の確定申告書を意味します。 

※法人の場合、決算が確定した直近１年分の財務諸表をご用意ください。 

※個人の場合、申請者自らが作成した独自書式の財務諸表ではなく、税務署への確定申告時の

書類をご用意ください。確定申告前の試算表は不可となります。 

※適格組合にあっては、組合及び構成組合員のそれぞれに係る財務諸表類を添付してくださ

い。（必ずしも組合員全員ではなく、申請者が希望する資格を付与するに足りる組合員分で

結構です） 

（５）納税証明書                           （P.19～21参照） 

・（法人の場合）国税通則法規則別紙第９号書式その３の３ 

「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明書 

・（個人の場合）国税通則法規則別紙第９号書式その３の２ 

「申告所得税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明書 

※納税証明書の留意点 

①地方自治体の納税証明書ではありません 

  地方自治体（市区町村）で発行する、「県民税」や「法人事業税」等の納税証明書ではあ

りません。 

②納税時の領収書証ではありません 

  税金を支払いした領収書ではなく、納税証明書を提出してください。 

③指定以外の納税証明書 

  提出する納税証明書が（その３）の場合、「法人税又は申告所得税」「消費税及び地方消

費税」で各一枚必要になります。 

  また、納税消費税（その１）では申請受付できません。 

④未納があると記載のある納税証明書 

  受付できませんのでご留意ください。 

⑤但し書きのある納税証明書 

納期限が未到来で、支払いが終わっていない場合、本文に但し書きがつく場合がありま

す。事情を確認する場合がありますのでご留意ください。 

⑥適格組合の場合 

適格組合にあっては、組合及び構成組合員のそれぞれに係る納税証明書を添付してくださ

い。（必ず組合員全員ではなく、申請者が希望する資格を付与するに足りる組合員分で結

構です） 

（６）委任状・使用印鑑届「様式4」                    （P.22～24参照） 

「1.委任状」…契約名義人が代表者ではなく営業所長等が契約に関する行為またはその一部の

権限を委任されている場合のみ記載する。 

「2.使用印鑑届」…契約名義人または権限の委任を受けた者が契約で使用する印を押印する。 

※委任が一部項目（権限）のみの場合は、当該委任についての「委任状・使用印鑑届」に加
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え、代表者の「使用印鑑届」も提出して下さい。 

「4.誓約事項」…『「原子力機構との取引において遵守すべき「情報セキュリティの確保」に

関する事項』について誓約いただきます。 

（７）口座振込依頼書「様式5」                      （P.25参照） 

新たに機構へ競争参加者資格を申請する場合または変更が生じた場合のみ提出する。 

（８）認定通知書送付用封筒（長形３号） 

８２円切手を貼り、表面に申請者の住所、商号又は名称、代表者名を記入したもの。 

（９）競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（長形３号） 

郵送の場合のみ提出する。８２円切手を貼り、表面に申請者の住所、商号又は名称、代表者名

を記入したもの。 

（１０）委任状「様式6」                            （P.26参照） 

行政書士が代理申請をする場合には、申請者から競争参加者資格審査の代理申請をする権限に

ついて委任する旨を明記した委任状を作成して提出する（正本を提出すること）。なお、従業

員が代表者に代わって申請書を提出する場合は、委任状は不要です。 
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第３ 申請書記入要項 

＜記入時の留意事項＞ 

①記載事項の記入は、申請日現在で記入してください。 

②申請書は、パソコン又は手書き（黒のボールペン又は万年筆等）で、一字一字わかりやすく丁

寧に記入してください。なお、修正する場合は、修正個所に二重線を引き、訂正印を押して、

近くの余白に正しい文字・数字を記載してください。（修正テープや修正液は使用不可） 

③決算に関する事項については、申請日以前の直近のものを原則とし、金額は、千円単位（百円

以下を四捨五入）で記入し、記入できる金額がない場合は「0」を記入してください。 

④フリガナの欄は、カタカナで記載してください。 

 

様式３－１ 

［０１］ 郵便番号 

登記事項証明書の【本店】住所の郵便番号を記入してください。 

［０２］ 住所 

法人の場合：登記事項証明書の【本店】住所を記入してください。 

個人の場合：納税証明書や確定申告書等の本店（屋号）の住所を記入してください。 

※現住所ではなく、登記上の住所を記入してください。（都道府県名から記入） 

※外国事業者が申請する場合は、本店の所在する国名及び所在地名を記入してください。 

※「丁目」や「番地」は「－（ハイフン）」により記入してください。 

［０３］ 商号又は名称 

登記事項証明書の【商号】を記入してください。 

記入例 
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※株式会社等法人の種類を表す文字については下記の略号を使用してください。 

下記以外の場合でも、適宜略号を使用してください。 

なお、略号にはフリガナは必要ありません。 

種 類 
株式 

会社 

有限 

会社 

合資 

会社 

合名 

会社 

協同 

組合 

協業 

組合 

企業 

組合 

合同 

会社 

略 号 （株） （有） （資） （名） （同） （業） （企） （同） 

種 類 一般財団法人 一般社団法人 公益財団法人 公益社団法人 

略 号 （一財） （一社） （公財） （公社） 

 

［０４］ 代表者氏名 

代表者氏名（役職、氏名）を記入してください。（姓と名の間は１文字分空ける） 

法人の場合：登記事項証明書【役員に関する事項】に記載がある、代表権のある役員の役

職名と氏名を記入します。 

      外国事業者の場合は支店の登記があれば「日本における代表者」を役職とし

てください。それ以外は、外国にある本店の代表者の役職としてください。 

個人の場合：個人等の方で役職が無い場合は、「代表」と記入してください。 

［０５］ 本店電話番号 

本社（店）の代表電話番号を「－（ハイフン）」を入れて記入してください。 

 

［０６］ 本社ＦＡＸ番号 

本社（店）の代表ＦＡＸ番号を「－（ハイフン）」を入れて記入してください。 

 

［０７］ 担当者氏名 

申請手続の担当者（責任者）の氏名を記入してください。（姓と名の間は１文字分空ける） 

 

［０８］ 担当者電話番号 

申請手続の担当者（責任者）の電話番号を「－（ハイフン）」を入れて記入してください。 

 

［０９］ 申請代理人 

代理人（行政書士、他の法人、個人等）に申請を一任する場合、記入してください。 

・委任状（行政書士が代理申請する場合「様式６」）添付 
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様式３－２ 

 

［１０］ 主たる事業の種類 

営業実績の割合等から主たる事業の種類のいずれか１種類を選択して、当該アルファベット１

つのみに○印を付けてください。 

※複数の選択はできません。 

※主たる事業の種類は、希望する資格の種類と異なっていても問題ありませんので、申請者の

主たる事業を選択してください。 

１物品の製造…「日本標準産業分類」の大分類Ｅ－製造業をいう。 

ａ．ゴム製品 ｂ．その他 

２物品の販売…「日本標準産業分類」の大分類Ｉ－卸売業，小売業をいう。 

ｃ．卸売 ｄ．小売 

３役務の提供等…「日本標準産業分類」の大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業、 

大分類Ｇ－情報通信業、Ｈ－運輸業， 郵便業、Ｊ－金融業， 保険業、Ｋ－不動産 

業，物品賃貸業、Ｌ－学術研究， 専門・技術サービス業、Ｍ－宿泊業， 飲食サー 

ビス業、Ｎ－生活関連サービス業， 娯楽業、Ｏ－教育，学習支援業、Ｐ－医療，福 

祉、Ｑ－複合サービス事業、Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）をいう。 

ｅ．ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ｆ．旅館業 ｇ．サービス業 ｈ．そ 

の他 

４物品の買受け…ただし、 国有林野事業特別会計で行う林産物の買受けを除く。 

ｉ．立木竹 ｊ．その他 
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［１１］ 希望する資格の種類等 

・物品の製造、物品の販売、役務の提供等、物品の買受けごとに扱っている営業品目を選択

（複数選択可能）し、□欄に○印を付けてください。 

・営業品目の具体的事例は別表のとおりです。 

※物品の製造、物品の販売の営業品目「１２５（２２５） 造幣・印刷事業用原材料類」及び

「１２６（２２６） 造幣事業用金属工芸品類」については、本資格の種類から対象外となっ

たため選択できません。 

 

様式３－３ 

 

［１２］ 製造・販売等実績 

・①直前々年度分決算及び②直前年度分決算 

財務諸表の損益計算書の「売上高」の金額（建設業、測量及び建設コンサルタント業を除

く。）を記入してください。 

・③前２か年間の平均実績高 

①と②の金額の平均を記入してください。 

※②直前年度分決算とは、申請日より前に確定した直前の１事業年度分の決算のことです。 

※①直前々年度分決算とは、直前年度よりさらに１年前の１事業年度分の決算のことです。 

※決算が１事業年度１回の場合は、①及び②それぞれ右側の枠にのみ（半期決算の場合は両方）

に記入してください。 

※個人企業から会社組織に移行した場合、他の企業を吸収した場合等にあっては、移行前の企業

体、吸収前の企業体等の実績（ただし、申請者が行っている事業にかかわるものに限る。）を

含めた実績を記入してください。 

※公益法人の場合は、会費収入、補助金収入等を除き、法人の事業活動よって得られた収入（受



- 13 - 
 

託事業収入等）のみを記入してください。 

※適格組合にあっては、組合と構成組合員のそれぞれの実績（申請をする事業と同じものに限

る。）の合計を記入してください。 

※新規設立法人等で決算実績が２事業年度（１２か月×２か年度）分の決算実績がない場合は、

以下のように記入してください。 

（ａ）「直前々年度分決算」がなく、「直前年度分決算」が１２か月分または１２か月に満た

ない月数の場合 

・②直前年度分決算の欄に当該年度の「売上高」を記入し、更に同じ数値を③前２か年間

の平均実績高の欄に記入してください。 

（ｂ）「直前々年度分決算」及び「直前年度分決算」のいずれかが１２か月ない場合 

・①直前々年度分決算の欄と②直前年度分決算の欄にそれぞれの年度の金額を記入してく

ださい。 

・③前２か年間の平均実績高の欄には以下の計算で求められる数値を記入してください。 

決算額の合計（①＋②）÷決算期間の延べ月数×１２か月 

（例）① 直前々年度分決算…９，０００千円 

（決算期間：平成２４年８月から平成２５年３月までの８か月間） 

（例）② 直前年度分決算…１５，０００千円 

（決算期間：平成２５年４月から平成２６年３月までの１２か月間） 

（例）③ 前２か年間の平均実績高… 

＝（9,000千円＋15,000千円）÷（8+12）か月×12か月＝14,400千円 

 

［１３］ 自己資本額 

・法人の場合、自己資本額合計が、直前年度分決算の貸借対照表にある、純資産合計及び正

味財産合計金額となるようにします。 

・個人の場合、下記項目別を参照し、青色申告決算に記載のある 

（事業主借＋元入金＋青色申告特別控除前の所得金額）－事業主貸 

の金額となるようにします。 

(1)株式会社等(組合も含む)の場合 

※株主資本等変動計算書や剰余金処分案などは参照せずにご記入ください。 

区 分 直前決算時 

(1)（千円） 

剰余(欠損)金処分 

(2)（千円） 

決算後の増減額 

(3)（千円） 

合計 

(4)（千円） 

①払込資本金 貸借対照表の資本

金、出資金 

 決算後に登記事項証

明書で増資した金額 

(1)+(3) 

(うち外国資本) (外国資本金額)  (外国資本金額) 

②準備金・積立金 貸借対照表の純資産

合計から①(1)と③

(2)の合計を引いた

残りの金額 

 決算後に準備金等の

積増金額がある場合

のみ記載 

(1)+(3)の合計 
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③次期繰越利益(欠

損)金 

 繰越利益剰余金 

又は 

当期未処理剰余金 

（記入不要） (2) 

④純資産合計 上記合計 上記の金額 上記合計 上記合計(貸借対照

表の純資産合計) 

※①(1) 設立間もない会社で未決算の場合は、合計欄に登記簿記載の資本金を記入することが

できます。 

※④(4) 適格組合にあっては組合と構成組合員のそれぞれの値の合計額を記入してください。 

(2)個人の場合 

※税務署に貸借対照表(資本負債調)を提出しない場合、次期繰越利益(欠損)金以外の項目に

「0」を記入ください。 

区 分 直前決算時 

(1)（千円） 

剰余(欠損)金処分 

(2)（千円） 

決算後の増減額 

(3)（千円） 

合計 

(4)（千円） 

①資本金 元入金  記入不要 元入金 

(うち外国資本) (記入不要) (記入不要) (記入不要) 

②準備金・積立金 事業主借－事業主貸  記入不要 事業主借－事業主貸 

③次期繰越利益(欠

損)金 

 青色申告特別控除前

の所得金額 

記入不要 青色申告特別控除前

の所得金額 

④純資産合計 上記合計 上記の金額 記入不要 上記合計 

 

［１４］ 外資状況 

・ここでいう外資とは、外国資本がおおむね５０％を越える場合を指します。 

・外国資本がおおむね５０％を越える場合は、以下の通り記入してください。 

(1)１外国籍会社［国名： ］ 

本社(本店)が外国にある場合は、○印と国名を記入してください。 

(例)外国籍企業の日本支店（○○日本支店、○○日本支社）等 

※複数の国の合計で外国資本が１００％の場合、代表国を１か国記入してください。 

※日本支店の登記がある会社も含みます。 

(2）２日本国籍会社［国名： ］ 

本社（本店）が日本にあるが、資本の１００％が外国である場合は、○印とその出資先企業

等の国名を記入してください。 

(例)外国籍企業の日本法人（日本○○、○○ジャパン）等 

※複数の国の合計で外国資本が１００％の場合、代表国を１か国記入してください。 

(3）３日本国籍会社［国名： ］(比率： ％) 

国籍は日本の会社であるが、一部外国資本である場合は、○印とその出資先企業等のある国

名及び出資比率を記入してください。 

(例)日本企業と外国企業の合弁会社（日本○○、○○ジャパン）等 

※複数の国で外国資本がおおむね５０％の場合、代表国を２か国とその比率を記入してくだ

さい。 
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(4）外資なし 

「外資なし」と記載のある下の欄に○印を記入してください。 

［１５］ 経営状況（流動比率） 

流動資産（ 千円）及び流動負債（ 千円）には、直前年度分決算の貸借対照表の流動資

産・流動負債を記入してください。また、流動比率も記入してください。 

※流動比率は小数点以下を四捨五入してください。 

※流動資産があり流動負債が０の場合、また流動比率が1,000％を越えるものは、[ (％)]の

欄に999％と記入してください。３桁まで記入可能です。 

※適格組合にあっては、組合と構成組合員のそれぞれの値の平均値を記入してください。 

※個人の場合（白色申告は記載不要） 

流動資産：青色申告決算書、貸借対照表（資産負債調）の資産の部「現金」から「貸付金」

の合計 

流動負債：青色申告決算書、貸借対照表（資産負債調）の負債・資本の部「支払手形」から

「未払金」の合計 

 

［１６］ 営業年数 

営業経歴書等に記載のある会社設立後の営業年数を満年数で記入してください。 

※途中、休業期間のある場合は、その分を差し引いてください。 

※適格組合にあっては、組合と構成組合員のそれぞれの値の平均値を記入してください。 

 

［１７］ 常勤職員の人数 

常勤職員の人数を記入してください。 

※適格組合にあっては、組合と構成組合員のそれぞれの値の合計人数を記入してください。 

※常勤役員の数も含みます。 

 

［１８］ 設備の額（１１希望する資格の種類で物品の製造を選択した方のみ記入） 

財務諸表類の貸借対照表の有形固定資産（減価償却後の額）より、①機械装置類は、機械装

置の金額、②運搬具類は、車両運搬具の金額、③工具その他は、構築物、工具器具及び備品、

建設仮勘定の金額（土地、建物(その付帯設備を含む)は含まないこと）を記入してください。 

 

［１９］ 主要設備の規模（１１希望する資格の種類で物品の製造を選択した方のみ記

入） 

上記１１で物品の製造を選択した場合は、必ず当該業種に係る自社の主要設備をできるだけ詳

細（品名及び台数）に記入してください。 

※上記１１で物品の製造を選択し、上記１８で設備の額が”０”の場合はその理由を記入して

ください。 
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別表 営業品目の具体的事例 
資格の種類 営業品目 説明（具体的事例） 
物品の製造 
（物品の販

売も同様） 

(1)衣服・その他繊維製品類 制服、作業服、礼服、寝具、テント、シート、絨

毯、カーペット、タオル等 

(2)ゴム・皮革・プラスチック

製品等 
ゴム、タイヤ、かばん、合成皮革等、ＦＲＰ製灯塔

等 
(3)窯業・土石製品類 茶碗、湯呑、皿、ガラス、陶磁器等 

(4)非鉄金属・金属製品類 非鉄金属、金属、アルミ、銅、ステンレス、チタ

ン、ニッケル、鋼材、鋼管、ガードレール、パイ

プ、鉄蓋、鋳鉄、鉛管、ビニール管、ボルト、ナ

ット、ワイヤーロープ、刃物、手工具、ブイ（標

体）等 

(5)フォーム印刷 フォーム印刷（単票、伝票、連続、複写、ミシン

加工、ビジネス帳票等） 

(6)その他印刷類 シルクスクリーン、シール、パンフレット、はが

き、ハンドブック、オフセット印刷、軽印刷等 

(7)図書類 美術、活版、グラビア、雑誌、本、ＤＶＤ、Ｃ

Ｄ、図書、刊行物、映像ソフト、書籍、新聞等 

(8)電子出版物類 電子出版、ＰＤＦ、電子書籍、CD－ROM、DVDROM

等 

(9)紙・紙加工品類 ポスター、パンフレット、はがき、ＤＭ，用紙、

再生紙、ハンドブック、製紙、紙製品、紙袋、段

ボール等 

(10)車両類 自動車、自動二輪、自転車、乗用車、公用車、貨

物自動車、消防車、救急車、清掃車、散水車、除

雪車、ブルドーザ、フォークリフト、トラクター

等 

(11)その他輸送・搬送機械器具

類 
航空機、ヘリコプター、自転車等 

(12)船舶類 大型船舶、小型船舶、ヨット、カヌー、船舶用機

械、船舶部品、漁業船、調査船、ボート等 

(13)燃料類 車両燃料、ガソリン、重油、軽油、灯油、ガス、

薪、炭等 

(14)家具・什器類 什器、木製家具、鋼製家具、建具、事務机、椅

子、箪笥等 

(15)一般・産業用機器類 印刷機、製本機、ボイラー、エンジン、旋盤、溶

接、集塵、クレーン、印刷事業用機械器具等 

(16)電気・通信用機器類 家電機器、照明器具、通信機器、音響機器、配電
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盤、交通管制機器、レーダー、交換機、伝送装

置、通信ケーブル、無線機、蓄電池、発電機、遠

方監視装置、レーダー雨量装置、短波、長波、携 

帯電話、ＰＨＳ等 

(17)電子計算機類 パソコン、電卓、計算機、サーバ、ハードディス

ク、メモリ、光学ドライブ、汎用ソフトウェア等 

(18)精密機器類 Ｘ線、計量機器、測定機器、試験分析機器、理化

学機器、気象観測機器、質量測定機器、光学機器

等 

(19)医療用機器類 医療機器、理化学機器、計測機器、測量機器、

MRI、ＡＥＤ、介護機器、福祉機器医療用ベッド

等 

(20)事務用機器類 細断機、複写機、穿孔機等 

(21)その他機器類 厨房器具、消火器具、消火装置、防災器具、自動

車検査用機械器具、林業用物品等 

(22)医薬品・医療用品類 薬、医薬品、医療用消耗品、X 線フィルム、検査

試薬、医療用ガス、ワクチン、治療薬等 

(23)事務用品類 事務用品、文具等 

(24)土木・建設・建築材料 セメント、生コン、アスファルト、木材、石材、

砂利、ヒューム管、道路標識、カーブミラー、建

築金物、スノーポール等 

(25)造幣・印刷事業用原材料類 ※対象外 

(26)造幣事業用原材料類 ※対象外 

(27)警察用装備品類 ※該当なし 

(28)防衛用装備品類 ※該当なし 

(29)その他 運動用具、雑貨、動物、肥料、飼料、農薬、食料

品、その他 

役務の提供

等 
(1)広告・宣伝 広告、宣伝、番組制作、映画、ビデオ、広報、イ

ベント企画等画等 

(2)写真・製図 写真撮影、製図、設計、図面、製本等 

(3)調査・研究 調査、研究、計量、計測、証明、統計、市場、交

通、シンクタンク、文化財調査、検査、測量等 

(4)情報処理 情報処理、入力、データ作成、バックアップ、シ

ステム保守、ソフトウェア保守、統計、集計、デ

ータエントリー、媒体変換等 

(5)翻訳・通訳・速記 翻訳、通訳、速記、筆耕等 

(6)ソフトウェア開発 プログラム作成、システム開発、ＷＥＢシステム

構築、ネットワーク、オペレーション等 
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(7)会場等の借り上げ 会議施設借り上げ、会場、イベント、設営等 

(8)賃貸借 事務、パソコン、機器、自動車、植物、動物、情

報機器、医療機器、イベント用品、建物、寝具、

植木、物品等 

(9)建物管理等各種保守管理 管理、建物保守、監視、清掃、造園、警備、廃棄物

処理、害虫駆除、機器保守、電話交換等 

(10)運送 タクシー、ハイヤー、荷造り、運送、倉庫、旅行等 

(11)車両整備 自動車、車両、航空機、ヘリコプター等の整備 

(12)船舶整備 船舶の整備 

(13)電子出版 電子出版、CD－ROM、DVD－ROM 製作等 

(14)防衛用装備品類の整備 ※該当なし 

(15)その他 医事業務、検体検査、フィルムバッチ測定等の各

種業務委託、その他 

物品の買受

け 
(1)立木竹 国有林野事業特別会計で行う林産物の買受けを除

く 

(2)その他 鉄屑回収、古紙回収、土地買い取り、車両等買い

取り等 
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第４ 納税証明書書式 

国税通則法施行規則別紙第 9 号書式（その 3 の 3）・・・法人の場合 

（「法人税と消費税及び地方消費税」について未納の税額のないことの証明） 
 
 
 
 

 
納 税 証 明 書 

 
 
 
   住 所 
     
 
   氏 名 
 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                
 
 
 
 
 
 
       法 人 税           E 
                について未納の税額はありません。 
       A消費税及び地方消費税           E 

 

 
 
   第     号 
 
 
    上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 
 
                           年  月  日 
 
               税務署長  官  氏    名  印 
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国税通則法施行規則別紙第 9 号書式（その 3 の 2）・・・個人の場合 

（「申告所得税と消費税及び地方消費税」について未納の税額のないことの証明） 
 
 
 
 

 
納 税 証 明 書 

 
 
 
   住 所 
     
 
   氏 名 
 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                
 
 
 
 
 
 
       A申  告  所  得  税           E 
                 について未納の税額はありません 
       A消費税及び地方消費税           E 

 

 
 
   第     号 
 
 
    上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 
 
                           年  月  日 
 
               税務署長  官  氏    名  印 
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国税通則法施行規則別紙第 9 号書式（その 3）・・・個人、法人兼用 

（未納の税額のないことの証明） 
 
 
 
 

 
納 税 証 明 書 

 
 
 
   住 所 
     
 
   氏 名 
 
                           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                
 
 
                             
 
 
 
                               税について未納の税額はありません。 

 

 
 
   第     号 
 
 
    上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 
 
                           年  月  日 
 
               税務署長  官  氏    名  印 

 
 
 

※個人の場合・・・・・申告所得税、消費税及び地方消費税、各１枚提出 
 
    法人の場合・・・・・法人税、消費税及び地方消費税、各１枚提出 
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第５　委任状・使用印鑑届（様式4）記載例
（委任がない場合）

更新の場合は｢新規｣
を選んで○で囲んでく
ださい。

代
表
取

締
役
社

長
の
印

提出日を記入

代
表
取

締
役
社

長
の
印

角印等

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、
受付番号又は業者コードを記載してください。
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第５　委任状・使用印鑑届（様式4）記載例
（委任がある場合）

角印等

東
京
営

業
所
長

の
印

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、
受付番号又は業者コードを記載してください。

委任が一部項目（権限）のみの場合は、当該委任につ

いての「委任状・使用印鑑届」に加え、代表者の「使用印

鑑届」を提出して下さい。

なお、入札参加に際し、復代理人の選任をする場合は、

入札説明書添付の「委任状」を提出していただくことにな

ります。

代
表
取

締
役
社

長
の
印

提出日を記入

更新の場合は｢新規｣を
選んで○で囲んでくだ
さい。
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第５　委任状・使用印鑑届（様式4）記載例
（登記上の本店と営業上の本店がある場合）

登記上の本店と営業上の本店の住所
が異なる場合は、住所を２段に併記して
ください。

更新の場合は｢新規｣を選
んで○で囲んでください。

代
表
取

締
役
社

長
の
印

以下、P22、P23の記載例をご参照ください。

角印等
印

提出日を記入

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、
受付番号又は業者コードを記載してください。
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第６　口座振込依頼書（様式5）記載例
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第７　委任状（様式6）書式
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第８ 外国事業者の申請について 

１ 海外に本社がある外国事業者の場合 
（１）外国事業者の留意事項 

①押印の必要があるものについては、署名をもってかえることができます。 

②登記事項証明書に代えて、当該国の所管官庁又は権限のある機関の発行する書面とすること

ができます。 

③申請者は日本語で作成するとともに、添付書類のうち外国語で記載された事項については、

日本語の訳文を添付してください。 

④申請書類の金額表示は、日本国通貨とし、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第

16条に規定する申請日現在有効の外国通貨換算率により換算した金額を記載してください。 

（財務省のホームページ等を確認してください） 

 

（２）提出書類 
 ※各様式は下記の提出書類一覧よりダウンロード下さい。 

提出書類一覧（各一部） 

①一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（物品の製造等）「様式3-1・3-2・3-3」 

②登記事項証明書に代えて、当該国の所管官庁又は権限のある機関の発行する書面 

※日本語訳が必要 

③当該国の所管官庁又は権限のある機関の発行する、当該国での納税に関する書面 

※日本語訳が必要。ただし、納税に関する証明がない場合省略可能 

④財務諸表類（１年分） 

※財務諸表が非公開で提出できない場合は要相談 

⑤営業経歴書 

※日本語訳が必要 

⑥委任状・使用印鑑届「様式4」 

※英語に対応した様式を準備ができますので書類提出前にご連絡願います。 

⑦委任状「様式6」（代理申請する場合）※必要に応じ 

※日本語訳が必要 

 

（３）申請書の記入について 
  基本的には通常の申請と同じですが、下記に留意して申請してください。 
様式３－１ 

［０１］ 郵便番号 

海外にある本社の郵便番号を記入してください。 

ただし、３桁－４桁で記入できない場合は「０００－００００」と記入してください。 

［０２］ 住所 

海外にある本社住所を英語表記又はカタカナで記入してください。フリガナの欄はカタカナで

記入してください。 

http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyousiki02.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki04_28_1.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyoshiki06_28.docx
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［０３］ 商号又は名称 

本国にある本社の商号又は名称を英語表記又はカタカナで記入してください。フリガナの欄は

カタカナで記入してください。 

［０４］ 代表者 

外国の法律に準じた代表権のある役職を、英語表記又は日本語訳表記で記入してください。 

代表者氏名は、英語表記又はカタカナで記入してください。フリガナの欄はカタカナで記入し

てください。 

［０７］ 担当者氏名 

資格審査申請に関して、問い合わせが可能な担当者氏名（全角漢字・英語表記・カナ）及び部

署名の記入をしてください。フリガナの欄はカタカナで記入してください。 

※代理人による申請時は、委任状に記載のある氏名を記入してください。 

様式３－３ 

［１２］ 製造・販売等実績 

［１３］ 自己資本額 

［１５］ 経営状況（流動比率） 

［１８］ 設備の額 

金額項目の実績は、本国にある本店の実績で記入してください。 

※外貨レートについては、毎年１度外国貨幣換算率の改訂が行われますので、財務省のホーム

ページを参照し、確認してから記入してください。 

［１４］ 外資状況 

１外国籍会社に○がついていることを確認し、払込資本における外資の金額が一番多い国名が

１か国記入されていることを確認します。 

［１７］ 常勤職員の人数 

世界各国にある支店の人数は含めず、本店に所属している常勤職員の人数を記入してください。 

 

２ 海外に本社があり日本支店登記がある外国事業者の場合 
（１）提出書類 日本の会社と同様の書類をご用意ください。 

 ※各様式は下記の提出書類一覧よりダウンロード下さい。 

提出書類一覧（各一部） 

①一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（物品の製造等）「様式3-1・3-2・3-3」 

②日本支店の登記事項証明書 

③日本支店の納税証明書（その３の３） 

④日本支店の財務諸表（１年分） 

⑤日本支店の営業経歴書 

⑥委任状・使用印鑑届「様式4」 

⑦口座振込依頼書「様式5」 

⑧認定通知書送付用封筒（長形３号）※８２円切手貼付 

⑨競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（長形３号）※８２円切手貼付 

⑩委任状「様式6」（代理申請する場合）※必要に応じ 

http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyousiki02.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki04_28_1.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki05_28.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/buyoshiki06_28.docx
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（２）申請書の記入について 
  基本的には通常の申請と同じですが、下記に留意して申請してください。 
様式３－１ 

［０２］ 住所 

日本支店の登記事項証明に記載がある、【本店】の住所を記入してください。 

※日本支店の国内住所の記載ではありません。 

［０３］ 商号又は名称 

登記事項証明書に記載がある、【本店】の名称を記入してください。 

※登記事項証明書の記載通りに記入してください。 

［０４］ 代表者 

登記事項証明書の【役員に関する事項】に記載がある役職名に【日本における代表者】と氏名

を記入してください。 

［１２］ 製造・販売等実績 

［１３］ 自己資本額 

［１５］ 経営状況（流動比率） 

［１８］ 設備の額 

日本支店の財務諸表に記載がある金額をそれぞれ記入してください。 

 ※「設備の額」は、資格の種類に「物品の製造」を選択しない場合は不要です。 

［１４］ 外資状況 

１外国籍会社に○がついていることを確認し、払込資本における外資の金額が一番多い国名が

１か国記入されていることを確認します。 

［１７］ 常勤職員の人数 

営業経歴書から日本支店に所属している常勤職員の人数を記入してください。 
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